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四日市市公共下水道事業経営戦略 
 

 

 

 

 

団  体  名：四日市市 上下水道局 

事  業  名：四日市市公共下水道事業（特定環境保全公共下水道含） 

策  定  日：令和 元 年 7 月 

計 画 期 間：令和 元 年度 ～ 令和 10 年度 

 

 

 １．事業概要                                        

（１） 事業の現況 

① 施 設 

供用開始年度 

(供用開始後年数) 
昭和３７年 

法適（全部・一部） 

非適の区分 
全部適用 

処理区域内人口密度 
51.82 人/ha 

(H30 末) 

流域下水道等への接

続の有無 
有り 

処理場数 

北勢沿岸流域下水道北部処理区 

３処理区    北勢沿岸流域下水道南部処理区 

四日市単独日永処理区 

処理場数 １箇所（日永浄化センター） 

広域化・共同化・最適

化実施状況 

北部処理区および南部処理区は流域下水道に接続済み 

（高花平、泊山、朝明、坂部、中部処理区を統合済み） 
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② 使用料 

一般家庭用使用料体系の概要・考え方 

基本水量を５㎥と少量にすることで、市民の節水努力を促すと共に、一般汚水の第一

区分を使用量３０㎥／月までとし、一般家庭に対応している。 

 

業務用使用料体

系の概要・考え

方 

使用量区分の 31㎥/月以上の 3区分を業務用使用者と想定し、

使用量の増加とともに使用料単価が増加する累進性を採用してい

る。 

その他の使用料

体系の概要・考

え方 

節水努力に応えるため、基本水量を 5㎥と少量にしている。 

公衆浴場の下水道使用料は「公衆浴場の確保のための特別措置に

関する法律」により、公衆浴場の経営の安定を図る措置を講ずるこ

とと定められていることから低廉な価格としている。 

条例上の使用料 
（20 ㎥あたり） 

平成 28年度 2,592 円 

実質的な使用料 
（20 ㎥あたり） 

平成 28年度 3,038 円 

平成 29年度 2,592 円 平成 29年度 3,027 円 

平成 30年度 3,456 円 平成 30年度 3,794 円 

 

  

下水道使用料（平成30年4月分から改訂） 単価：円（消費税含む）

汚水の種類 単価（円/㎥）

基本使用料 　   5㎥まで 702.00

　　 5㎥を超え　 30㎥まで 183.60

　 30㎥を超え　100㎥まで 270.00

　100㎥を超え　500㎥まで 367.20

　500㎥を超えるとき 410.40

410.40

183.60

公衆浴場の汚水 16.20

　一般的には、水道の使用水量に基づいて算出されている。地下水（井戸水）などの使用量も下水道使用料の対象となる。

下水道使用料（1カ月につき）

一般汚水
超過使用料

1㎥につき

その他の汚水
工事用

その他
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③ 組織 

職員数 

○職員数と年齢別構成 

下水道従事職員は平成 20 年度の 95 人から、平成 29 年度の

71 人まで 24 人減少している。なかでも、主力となる 30 歳以上

39歳以下の職員が著しく減少している。 

 

事業運営組織 

○組織体制 

平成 10年度から行財政改革に着手し、職員数の適正化や組織

の再編等の経営改革に取り組んできた。平成 17年度には、下水

道事業と統合して上下水道局に改組し、共通する業務を一括して

行うことにより更なる効率化を図った。 

 

図：下水道職員数と年齢構成（平成 31 年 4月 1日時点） 

（）は人数  

全体：198 名 

上下水道事業管理者：1名 

政策推進監：1名 

管理部：66 名、技術部：130 名 

図：上下水道局機構図（平成 31 年 4月 1日時点） 
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（２）民間活力の活用等 

民間活用の状況 

平成 17 年度から水道事業と統合して上下水道局となり、管理部

門の組織を統合、改組し効率化を図った。また、料金収納業務等

の営業関連業務を包括委託するとともに、雨水ポンプ場及び日永

浄化センターの運転管理を委託し、効率化を図った。 

資産活用の状況 未利用地を民間に貸出している。 

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析 

別紙のとおり 

 

 ２．経営の基本方針                                  

『ひと・まち・みずが共生する都市基盤づくり』 

四日市市上下水道局の経営方針『ひと・まち・みずが共生する都市基盤づくり』に基

づき、基本方針を「自然環境との調和」「安全・安心なまちづくり」「持続的なサービ

ス提供」として定めた。 

 

〇自然環境との調和 

 浄化センターにて安定して下水を処理することにより、水質を改善し河川や海の

水環境を保全する。 

〇安全・安心なまちづくり 

 災害から市民の生活や財産を守るため、浸水対策や重要施設の耐震化を図り「災

害に強い下水道」をつくる。 

〇持続的なサービス提供 

 下水管渠や施設のリスク評価を行い、適切な老朽化対策を行うことで、健全な状

態で施設を維持し、恒久的に下水道サービスを提供する。 
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 ３．投資・財政計画（収支計画）                            
（１）投資・財政計画（収支計画）  

 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 
①収支計画のうち投資についての説明 

１．汚水管渠整備事業 

 国は令和 8年までに汚水整備を概成させるよう要請しており、本市は、平成 27年度

に策定した四日市市生活排水処理施設整備計画（アクションプログラム）にて市街化区

域の汚水整備を令和 7年度（平成 37年度）までに概成することとしている。 

◇市街化区域の整備延長 167.5km〔特環：3.3km含〕（17.5km/年） 

◇市街化区域概成後に市街化調整区域を整備 15.9km/年（調整区域を整備すると想定） 

◇農業集落排水施設の県地区を公共下水道へ接続工事予定 

◇コミニティ・プラントの神前地区を公共下水道へ接続工事予定 

◆事業費：29,807 百万円 
 

２．汚水処理場建設事業 

 公共下水道の区域拡大などに加え、日永浄化センター第 3系統の機械設備（反応槽）

の更新に伴う停止期間中に処理能力不足となるため、日永浄化センター第 4系統

（2/4）を増設する。 

◇日永浄化センター第 4系統（2/4）増設 
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◆事業費：1,520 百万円 
 

 

３．汚水施設（機械設備）・管渠の老朽化対策事業 

（１）処理場・ポンプ場 

 令和元年に 5カ年のストックマネジメント実施計画（R2～R6）を策定し改築・更新

を実施する。また、令和 6年以後も 5年ごとに計画を更新していく予定である。 

◇日永浄化センター第 2系統・第3系統（機械設備）、新富洲原ポンプ場（機械設備）、等 

◆事業費：26,073 百万円 

（２）管渠 

 ストックマネジメント実施計画に基づき管渠の点検・調査・更新を実施する。 

◇管渠更正延長 L=約 10ｋm 

◇マンホール躯体、マンホール蓋の更新 

◆事業費：13,660 百万円 
 

４．汚水ポンプ場建設事業 

 市街化区域で、地形的に中継ポンプ場が必要な波木町を整備するため、波木汚水中継

ポンプ場を建設し、隣接する団地の集中浄化槽についても公共下水道へ取り込む。 

◇波木汚水中継ポンプ場築造工事 

◆事業費：750百万円 
 

５．下水道施設・管渠の耐震化事業 

（１）処理場・ポンプ場 

 人命にかかわる施設の耐震化を優先し、次いで未処理下水の溢水により水域を汚染し

ないように簡易処理（揚水、消毒、放流）に係わる施設の耐震化を行う。なお、ポンプ

場については、ストックマネジメント計画と整合を図りながら、ポンプ棟の耐震化を実

施していく。 

◇処理場耐震化(日永浄化センター第 3系統) 

◇ポンプ場耐震化（新富洲原ポンプ場、朝明ポンプ場、雨池ポンプ場、等） 

◆事業費：2,167 百万円 

（２）管渠 

 地震時の避難路、救急活動、復興活動の支障とならないように、第１次緊急輸送路下

に埋設してある耐震性能が不足する管渠に対し、優先的に耐震化を実施する。コンビナ

ート内の 2次被害を防止するため、平成 13年度より開始した塩浜雨水 1号幹線の耐震

化を引き続き実施する。 
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◇管渠耐震化延長 L=32,338ｍ 

◇塩浜雨水 1号幹線耐震化延長 L=600m 

◆事業費：2,895 百万円 

 

６．合流再構築事業 

 合流ポンプ場（阿瀬知、納屋、常磐、橋北）が、目標耐用年数（70年）に迫ってい

るため、整備手法を詳細に検討し、再構築を行う。各合流ポンプ場から汚水を受ける遮

集管は、経済性、維持管理性、施工性を考慮し、自然流下方式により再構築を図る。圧

送管は 60年以上経過し、耐震性が低いため、遮集管を先行して着手する。 

◇阿瀬知ポンプ場再構築工事 

◇納屋ポンプ場再構築工事 

◆事業費：43,328 百万円 
 

７．貯留管渠整備事業 

 床上浸水被害発生が多い箇所から優先順位をつけて対策を進めてきており、現在は鵜

の森公園付近の対策として浜田通り貯留管に着手している。 

◇浜田通り貯留管工事 

◆事業費：4,710 百万円 
 

８．雨水ポンプ場建設事業 

 四日市市と楠町との合併による新市建設計画に基づき、江川排水区の雨水浸水対策と

して、吉崎ポンプ場を建設中である。 

◇吉崎ポンプ場築造工事 

◆事業費：1,761 百万円 
 

９．局所改良事業 

 汚水、雨水管渠の維持管理、浸水対策、不明水対策を実施する。 

◆事業費：1,350 百万円 
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② 収支計画のうち財源についての説明        

下水道使用料については、平成 30年度に平均率 25％増の改定を行った。 

国庫補助金については、対象となる事業費から社会資本整備総合交付金を適正に見込

む。 

一般会計からの繰入金については、総務省の繰出基準を基本としつつ、安定的・持続

的な事業運営に必要な資金として内部留保資金約 20億円を確保し、現状と同額程度と

なるように一般会計から繰り入れる。 

企業債については、令和 7年度の市街化区域概成や施設の耐震化、老朽化に対応する

事業費を見込むとともに、国庫補助金等も適切に見込んだ上で、借入をおこなうことと

する。 

なお、投資額の増大により、令和 10年度末には企業債残高が 1,000 億円を超える見

込みのため、将来の事業運営に大きな負担となることから、投資計画の見直しが必要で

ある。 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

新たな施設整備を見込んでいることから、委託料、修繕費、動力費は、過去の実績を

踏まえ、平成 30年度以後も引き続き予算値から１％ずつ増加を見込んでいる。 
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（3）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 
① 今後の投資についての考え方・検討状況 

広域化・共同化・

最適化に関する事

項 

過去に高花平、泊山、朝明、坂部、中部浄化センターの処理場

を廃止し、統合することで効率化を図り施設更新費、維持管理費

等を削減し効率化を図ってきた。 今後、農業集落排水施設の県地

区は令和 2年度に、コミュニティ・プラントの神前地区は令和 4

年度を目途に公共下水道へ統合し、効率化を図る。  

令和４年度までに三重県が「広域化・共同化に関する計画」を策

定することに合わせて、平成 30年度北勢市町の広域化検討会を

立ち上げた。汚泥処理施設や公共下水道の広域化・共同化につい

て、三重県と密に連携し検討を行う。 

投資の平準化に関

する事項 

■汚水対策事業 

汚水整備については、生活排水処理施設整備計画（アクションプ

ログラム）に基づき令和 7年度までに市街化区域の概成を目指し

ている。今後、既存施設・管路の耐震化や改築・更新により事業

量が増大することや企業債残高の増加、人口減少による市街化調

整区域の汚水整備における経済性の低下も見込まれる。また、農

業集落排水施設やコミニティ・プラントの老朽化などの課題もあ

る。 

このようなことから、市街化調整区域における公共下水道区域の

再検討や合併浄化槽補助制度の拡充についての検討のほか、農業

集落排水施設とコミニティ・プラントの公共下水道への切り替え

の検討など、生活排水処理施設整備計画を見直し、事業費の抑制

や平準化を図る。 

■雨水対策事業 

雨水対策については、効率的な整備を進めるため、床上浸水被害

発生が多い箇所から優先順位をつけて対策を進めてきており、現

在は鵜の森公園付近の対策として浜田通り貯留管に着手してい

る。また、四日市市と楠町との合併による新市建設計画に基づ

き、江川排水区の雨水浸水対策として、吉崎ポンプ場を建設中で

ある。 
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今後の雨水浸水対策については、各々の施設整備費が莫大である

ことから、シミュレーション評価による最適な整備手法の検討や

費用対便益などを検討するとともに、宅地等の嵩上げ補助制度や

雨水止水板設置補助制度などのソフト対策を検討するなどし、事

業費の抑制や平準化を図る。 

民間活力の活用に

関する事項 

（PPP/PFI など） 

今後増加する既存下水道施設の大規模な改築・更新事業につい

て、設計・施工一括発注方式（DB方式）など、様々な形態の官

民連携について調査研究し、効率的な事業実施を図る。 

 

②  今後の財源についての考え方・検討状況 

使用料の見直しに

関する事項 

下水道事業は初期投資額が大きく、整備途中において資本費の全

額を使用料で賄うことは、受益者にとって過度な負担となる。こ

のことから、使用料は資本費の整備進捗に連動させ、資本費回収

率＝整備進捗率を基本とし、平成 30年度に平均 25％増の改定を

行った。今後については、3年ごとに財政状況と整備状況等から

使用料改定の必要性について検討する。 

資産活用による収

入増加の取組につ

いて 

下水道汚泥の有効活用や下水道熱利用等、収入増加について継続

的に研究する。 

 

③ 投資以外の経費についての考え方・検討状況 

民間活力の活用に

関する事項 

（包括的民間委託

等の民間委託、指

定 管 理 者 制 度 、

PPP/PFI など） 

今後、既存の施設や管路の老朽化による改築・更新事業量の増

大が見込まれる。また、管路の点検・調査及び維持管理情報を台

帳管理し、これらを基に点検・調査計画を策定するなど、新たに

予防保全型維持管理への取り組みなどにより、職員の業務量が増

大する。 

これらに対応するため、下水道ストックマネジメント計画を策定

し、施設や管路の状態を点検・調査結果により客観的に把握、評

価し、優先順位付けを行ったうえで、平準化を図りながら計画的

かつ効率的に改築・更新を進める。 

また、事業のモニタリング等の民間事業者を牽制できる技術力と

人員の確保を前提とした、包括委託などの官民連携について検討

する。 
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その他の取組 

主力となる 30歳代の職員が減少するなか、汚水管渠の新規整

備（令和 7年度概成）や改築・更新などの事業量が増大すること

から、人材の不足と技術継承に課題がある。これらに対応するた

め、下記の取り組みを行う。 

① 技術職員の確保 

市街化区域を令和 7年までに概成を目指すとともに、既設管渠

の更新など業務量の大幅な増加に対応するため、従事する技術職

員の増員に取り組む。 

② 人事制度の検討 

業務量の増加や複雑多様化する業務を効率的に行うには、下水

道事業に関する深い知識や高度な技術が必要不可欠であることか

ら、長期に渡って下水道事業に携われるように人事制度のあり方

について検討する。 

③ 研修の充実 

下水道技術を確保するため、技術研修等の充実を図る。 

 

 ４．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項           
経営戦略の事後検

証、更新等に関する

事項 

経営戦略の 10カ年を前期（3年）、中期（3年）、後期（4年）

に分けて、期末ごとに見直しを図る。 
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